別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：水産業費　目：水産業振興費　　　
	事業名: 漁場計画策定費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　政部　農政課　水産振興室　水産係　電話番号：058-272-1111（内2892）
　　　　　　　　　　　          E-mail：c11411@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：900千円（前年度予算額：200千円）
	要求内容


	１　要求の内容


県下の内水面には、第1種共同漁業権1件、第5種共同漁業権51件、第1種区画漁業権1件、第2種区画漁業権10件が漁業法に基づき設定されています。漁業法21条に共同漁業権は10年、区画漁業権は５年の存続期間があり、平成16年（平成15年度）および21年（平成20年度）に免許された漁業権は平成25年12月31日をもって満了となります。そこで、平成24～25年にかけて、現在免許されている共同漁業権48件、区画漁業権11件の免許切替事務を行う必要があります。
	２　所要経費


・旅費　　　  　　　　　　　　　　190千円

・消耗品費　　　　　　　　　　　　 47千円

・その他経費　　　　　　　　　　　663千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	200
	0
	0
	180
	0
	0
	0
	0
	20

	要求額
	900
	0
	0
	340
	0
	0
	0
	0
	560

	２月1日時点
査定額
	900
	0
	0
	340
	0
	0
	0
	0
	560

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	漁業法21条に基づく漁業権免許切替事務を行います。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	漁業権免許切替数
	0
（H23）
	（H  ）
	（H  ）
	0
（H24）
	58
（H25）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）
	以下の項目について取り組みます。
・河川漁協等の要望聴取等及び説明会の開催

漁場条件、河川漁協の漁業実態調査および要望聴取

免許手続き等の説明会の開催（県内５ブロック）

・隣接県、関係各課との連絡調整

・県境域の漁場については、関係県において免許権者の決定、漁業権の内容等

に係る調整

・漁業権免許に係る河川管理者等の関係機関との協議

・現地調査

　  漁協の要望聴取に伴う現地調査（区域の境界、漁業環境実態等）　　




（平成24年度の成果）
	　現在まで、取組予定の項目は予定どおり進んでいますので、年度内には予定されている項目はすべて処理される見通しです。
　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	漁業権免許切替事務は、漁業法21条に基づき実施されます。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	現在まで、取組予定の項目は予定どおり進んでおり、年度内には予定されている項目はすべて処理される見通しです。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	共同漁業権47件、区画漁業権11件の計58件の漁業権免許切替事務事務は、通常２年程度の事務期間が必要であることから、必要最小限である平成24～25年の2か年の予算としていることから、合理的かつ効率的に実施していると考えられる。


（今後の課題）
	ありません。



（次年度の方向性）
	予定されている主な項目は以下のとおりです。

・漁場計画立案、漁場図作成

・免許申請の審査、免許、公示

・増殖指針および制限免許の行使統数の指示

・漁業権行使規則、遊漁規則の認可

・岐阜県内水面漁場管理委員会への諮問



